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(1) 業務の内容  

 

(a) 業務題目 

  2.6 海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

東京大学地震研究所 

 

 

 

 

教授 

教授 

助教 
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特任研究員 

佐藤比呂志 
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橋間 昭徳 

加藤 直子 

 

(c) 業務の目的 

 海域・海陸統合構造調査などによって得られるデータ（3.2.2、3.2.3）や、構成岩石モデ

ル（3.2.5.3）から得られるレオロジー特性を反映させ、より現実的な日本海周辺域の構造

を反映した構造モデルを構築する。この構造モデル内に、断層の形状モデル（3.2.5.1）を

取り入れ、プレート境界での変位に伴う内陸の断層面上での応力変化を求めることにより、

海溝型地震と内陸沿岸地震の関連メカニズムの評価準備を行う。 

 

(d) ８か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

 1) 平成２５年度： 

構成岩石の暫定モデル（3.2.5.3）にもとづいて、日本海域周辺のリソスフェアー構造

を日本列島の三次元モデルに反映させるための、デジタルデータを作成した。 

 

  2) 平成２６年度： 

 日本海および沿岸域の断層形状モデル（3.2.5.1）と構成岩石の初期モデル（3.2.5.3）

にもとづいて、日本海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を作成し、東北地方太平洋

沖地震後の応力緩和に対応した断層面に作用するクーロン応力変化を求める。 

 

  3) 平成２７年度： 

 前年度に作成した粘弾性モデル（初期モデル）の入力信号として、2011 年東北地方太

平洋沖地震以前の巨大地震も合わせて考慮し、巨大地震の発生前と発生後の内陸断層の

クーロン応力変化を共に評価する。 

 

  4) 平成２８年度： 

 過去のプレート境界の巨大地震に相当する変化を与え、その後の過去の被害地震の発

生の復元性について検討を加える。 

 

 5）平成２９年度： 
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構造調査などの成果、更新した断層モデルを統合モデルに反映させる。過去のプレー

ト境界の巨大地震と、内陸被害地震の関係について、数値実験によって検討する。 

 

  6) 平成３０年度： 

東北地方太平洋地震に伴うすべりを、震源域に与え、その後の上盤プレート内での応

力変化、地殻変動を求め、観測された測地データ・発震機構解のデータと比較する。同

時に、震源・波源断層面上のクーロン応力を求め、地震の発生のし易さを評価する手法

を検討する。 

 

  7) 平成３１年度： 

数値実験を行い、東北太平洋沖地震後、地震が発生しやすい断層群を抽出する。 

 

 8）平成３２年度： 

南海トラフ・千島弧の日本海溝沿いでのすべり欠損の増大に伴う、内陸・海域の断層

群について、応力変化をもとめ、プレート境界での応力蓄積なともなう内陸での地震の

起こりやすさについて、定量的に明らかにする。 

 

(e) 平成２６年度業務目的 

 日本海および沿岸域の断層形状モデル（3.2.5.1）と構成岩石の初期モデル（3.2.5.3）に

もとづいて、日本海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を作成し、東北地方太平洋沖地

震後の応力緩和に対応した断層面に作用するクーロン応力変化を求める。 

 

(2) 平成２６年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

 日本海および沿岸域の断層形状モデル（3.2.5.1）と構成岩石の初期モデル（3.2.5.3）に

もとづいて、日本海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を作成し、東北地方太平洋沖地

震後の応力緩和に対応した断層面に作用するクーロン応力変化を求めた。 

  

(b) 業務の実施方法と成果 

 1) 日本海の矩形断層モデルとすべり方向 

 昨年度までに構築した有限要素法に基づく日本列島域の地殻変動モデルの一次モデル

（橋間ほか 20131））を用いて、日本海および沿岸域の矩形断層（3.2.5.1）における 2011

年東北地方太平洋沖地震（以下、東北沖地震と表記）によるクーロン応力変化を計算する。

クーロン応力変化（∆ܨܨܥ）は断層面における剪断、法線応力変化（∆߬, を用いて以下（ߪ∆

のように表される。 

ܨܨܥ∆ ൌ ∆߬ ൅  (1) ߪ∆′ߤ

ここでߤ′は有効摩擦係数であり、ここでは 0.4 と仮定する。 

 東北沖地震による応力テンソルから、∆߬を計算するためには断層面の形状だけではなく、

すべり方向も指定する必要がある。ここでは、断層すべりは長期間にわたって蓄積された
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応力を最も効率よく解消する方向、すなわち最大剪断応力の方向に起こると仮定する。日

本列島域の応力場のモデルとしては Terakawa & Matsu’ura (2010)2)を用いて、すべり方

向を決定した。図 1 に、矩形断層モデルと断層面上の応力場、得られたすべり方向を示す。 

 

 2) 有限要素法による地殻変動モデル 

 東北沖地震による応力を計算するための有限要素モデルは、モデル領域を 4900 

km×4500 km×700 km にとり、日本列島下に沈み込む太平洋、フィリピン海プレートスラ

ブの形状を取り入れている（Baba et al., 20023 ） ; Nakajima & Hasegawa, 20064); 

Nakajima & Hasegawa, 20075); Hirose et al., 20086); 弘瀬ほか, 20087); Nakajima et al., 

20098); Kita et al., 20109); Hayes et al., 201210)）。両スラブの厚さは 80 km とした。 

 弾性構造はスラブを除きそれぞれのプレート下で平行成層とし、日本列島を含むユーラ

シアプレートは Matsubara et al. (2008)11)の平均的鉛直構造、太平洋、フィリピン海プレ

ートの海洋地殻は Miura et al. (2005)12)に基づいて定めた。マントル以深は全地球一次元

地震波速度構造モデル（Dziewonski & Anderson, 198113））を用いた。また、スラブは

Matsubara et al. (2008)11)、Matsubara & Obara (2011)14)、Huang et al. (2011)15)に基づ

き、周囲の同じ深さのものより 5 %早い地震波速度による弾性定数を用いた。 

 一方、巨大地震後の地殻応力の時間変化にはアセノスフェアの粘弾性緩和の効果を取り

入れることが必要である。沈み込み帯の地震変動に伴い推定されるアセノスフェアの粘性

率は 1018 – 1020 Pas の範囲である（e.g., Thatcher et al. 198016）; Ohzono et al., 201217); 

Ashar et al., 201318)）。本研究では、まずアセノスフェアの粘弾性緩和の基本的な性質を

示すために、全粘弾性領域で粘性率を一様に 1019 Pas とした。粘弾性領域として、ユーラ

シアプレートでは 30 km 以深、太平洋とフィリピン海プレートでは 80 km 以深のスラブ

を除く領域とした。以上の領域を約 100 万個の一次正四面体要素によって分割した。四面

体要素の大きさはすべり領域付近で 5 km にとりモデル領域の境界で 100 km にした。 

 プレート境界におけるすべり運動は断層面の上面と下面に相対変位を与えることによっ

て表現する（Freed et al., 201219））。東北地方太平洋沖地震（東北沖地震）のすべり分布

は、上記の有限要素モデルを国土地理院による GPS 地殻変動データ、海上保安庁、東北

大学などによる海底地殻変動データ（Sato et al., 201120）; Ito et al., 201121); Maeda et al., 

201122); Kido et al., 201123); Hino et al., 201124)）を本モデルによりインバージョンした

ものを用いた（図 2）。 

 

  3) 計算結果と考察 

 震源断層については、日本海における大規模地震に関する調査検討会（2014）25)の断層

モデルを用いた。図 3 に東北沖地震直後と 100 年後の各断層上における応力変化のパター

ンを震源球表示で示す。地震に伴う応力変化については Yoshida et al. (2012)26)が震源メ

カニズムの解析などから求めており、本研究で計算した応力変化のパターンは彼らの結果

と調和的である。100 年後の結果との比較からは、応力変化のパターン自体は時間が経っ

ても大きくは変わらないことがわかる。 

 一方、図 4 には断層面上のクーロン応力変化を東北沖地震直後、10 年後、30 年後、100

年後についてカラースケールで表示した。クーロン応力変化の最も大きい断層は山形県沖
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で地震直後に 0.2 MPa 減少する。応力変化の値は東北沖地震の震源域からの距離に依存し

て減少していく。内陸の断層については、Toda et al. (2011)27)や地震調査研究推進本部に

よる活断層評価 28)によると 0.1 MPa のオーダーでの減少（双葉断層のみ増加）であり、

本研究の結果は既存研究と良い連続性を示している。 

 図に示した範囲では、糸魚川市沖と津軽沖の断層がクーロン応力変化でわずかながら増

加を示している。これらの断層では東北沖地震による応力メカニズム（図 4）と比較する

と、すべり方向（図 2c）が応力メカニズムの P 軸に近くなっており、剪断応力の減少によ

る断層運動の抑制効果よりも法線応力の減少による促進効果が勝っているためである。東

北沖地震は、震源域を中心として東北地方では東西伸張の応力場を作り出しているため（図

3）、東西短縮の逆断層活動を抑えるように働くと理解できるが、そこから離れた地域では

東西以外の応力成分も関与してくるので、断層形状のわずかな違いや周辺物性の不均質に

よっては周囲の断層と異なる挙動を引き起こしうる。 

 応力の 100 年にわたる時間変化を見ていくと、どの断層でも単調な減少（増加）を示し

ている。ここで計算した応力変化は東北沖地震後の粘弾性緩和のみを考慮しているので、

例えば 100 年後の応力に関しては現実を表しているとは言い難い。巨大地震に伴う変動に

関しては、余効すべり、粘弾性緩和、地震間のすべり域の固着を考える必要がある。本研

究のように震源域からある程度離れた日本海沿岸の断層の長期的な活動評価にあたっては、

余効すべりの影響はさほど大きくないが、すべり域の固着がいつから起こるのかを推定す

る必要がある。また、固着の影響に関しては、東北沖地震前の応力状態との比較検討とモ

デリングも重要である。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 日本海域周辺の粘弾性モデル（初期モデル）を用いて、東北地方太平洋沖地震後の応力

緩和に対応した日本海沿岸の断層面に作用するクーロン応力変化を求めた。計算結果の信

頼性向上のためには、今後、断層モデルとともに、構造モデルの精緻化も求められる。ま

た、東北沖地震によるアセノスフェアの粘弾性緩和の影響だけでなく、東北沖地震も含め

た巨大地震サイクルの検討、特に東北沖地震以前のすべり領域が固着していた時期との比

較研究とモデリングも重要である。 
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(e) 成果の論文発表・口頭発表等 

  なし 
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図 1 (a) 日本海および沿岸域の断層モデル  (b) 各断層面における応力蓄積パターン (c) 

各断層のすべり方向 

各断層は矩形によって表される。断層の上端は太線によって示されている。応力蓄積パタ

ーンは Terakawa & Matsu’ura (2010)に基づく。 

  

(a) (b) 

(c) 
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図 2 東北沖地震のすべり分布 

ベクトルは上盤の下盤に対する相対変位（すべり）。カラースケールはすべりの量を表す。
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図 3 日本海および沿岸域の断層における東北沖地震による応力変化パターン (a) 地震直

後 (b) 100 年後 

  

(b) (a) 



 278

   

   
 

図 4 日本海および沿岸域の断層における東北沖地震によるクーロン応力変化 (a) 地震直

後 (b) 10 年後 (c) 30 年後 (d) 100 年後 

(b) (a) 

(c) (d) 


